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宮崎県東京学生寮管理規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成25年３月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県規則第14号

宮崎県東京学生寮管理規則の一部を改正する規則

宮崎県東京学生寮管理規則（昭和47年宮崎県規則第20号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

人にやさしい福祉のまちづくり条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成25年３月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県規則第15号

人にやさしい福祉のまちづくり条例施行規則の一部を改正する規則

人にやさしい福祉のまちづくり条例施行規則（平成12年宮崎県規則第 119号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（入寮資格）

第２条 学生寮に入寮できる者は、次の各号に該当する者でなけれ

ばならない。

（１） 東京都の区域及びその周辺の地域に所在する学校教育法（

昭和22年法律第26号）に基づく大学、短期大学若しくは専修学

校の第１学年（専修学校にあっては、修業年限２年以上の専門

課程の第１学年に限る。以下同じ。）に入学することが決定し

た男子又は第１学年に在学する男子で、その者の生計を主とし

て維持する者（以下「保護者」という。）が宮崎県内に居住す

る者

（２）～（５） ［略］

（入寮資格）

第２条 学生寮に入寮できる者は、次の各号に該当する者でなけれ

ばならない。

（１） 東京都の区域及びその周辺の地域に所在する学校教育法（

昭和22年法律第26号）に基づく大学、短期大学若しくは専修学

校又は同法第 104条第４項第２号に規定する教育施設のうち学

生の身分が公務員でないものの第１学年（専修学校にあっては

、修業年限２年以上の専門課程の第１学年に限る。以下同じ。

）に入学することが決定した男子又は第１学年に在学する男子

で、その者の生計を主として維持する者（以下「保護者」とい

う。）が宮崎県内に居住する者

（２）～（５） ［略］

規規 則則

改正後改正前

別表第１（第２条、第３条関係）

第１ 建築物

別表第１（第２条、第３条関係）

第１ 建築物
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第２ 道路

第３ 公園等

［略］

別表第３（第５条関係）

第１ 建築物に関する整備基準

第２ 道路

第３ 公園等

［略］

別表第３（第５条関係）

第１ 建築物に関する整備基準

特定公共

的施設

公共的施設区分

［略］（１）～（９） ［略］

（10） 障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律（平

成17年法律第 123号）第５条第１項

に規定する障害福祉サービス（居宅

介護、重度訪問介護、同行援護、行

動援護及び重度障害者等包括支援を

除く。）を提供する施設、同条第13

項に規定する障害者支援施設、同条

第22項に規定する地域活動支援セン

ター、同条第23項に規定する福祉ホ

ーム、同法附則第41条第１項の規定

によりなお従前の例により運営をす

ることができることとされた身体障

害者更生援護施設、同法附則第48条

の規定によりなお従前の例により運

営をすることができることとされた

精神障害者社会復帰施設及び同法附

則第58条第１項の規定によりなお従

前の例により運営をすることができ

ることとされた知的障害者援護施設

（11） ［略］

１ 福祉

保健施

設

［略］

特定公共

的施設

公共的施設区分

［略］（１）～（９） ［略］

（10） 障害者自立支援法（平成17年法

律第 123号）第５条第１項に規定す

る障害福祉サービス（居宅介護、重

度訪問介護、同行援護、行動援護及

び重度障害者等包括支援を除く。）

を提供する施設、同条第13項に規定

する障害者支援施設、同条第22項に

規定する地域活動支援センター、同

条第23項に規定する福祉ホーム、同

法附則第41条第１項の規定によりな

お従前の例により運営をすることが

できることとされた身体障害者更生

援護施設、同法附則第48条の規定に

よりなお従前の例により運営をする

ことができることとされた精神障害

者社会復帰施設及び同法附則第58条

第１項の規定によりなお従前の例に

より運営をすることができることと

された知的障害者援護施設

（11） ［略］

１ 福祉

保健施

設

［略］

特定公共的施設公共的施設区分

高齢者、障害者等の移動等

の円滑化の促進に関する法

律（平成18年法律第91号）

第２条第９号に規定する特

定道路（自動車のみの一般

交通の用に供するもの並び

に県道及び市町村道を除く

。）

道路法（昭和27年法

律第 180号）第２条

第１項に規定する道

路（自動車のみの一

般交通の用に供する

もの並びに県道及び

市町村道を除く。）

道路

特定公共的施設公共的施設区分

高齢者、障害者等の移動等

の円滑化の促進に関する法

律（平成18年法律第91号）

第２条第９号に規定する特

定道路（自動車のみの一般

交通の用に供するものを除

く。）

道路法（昭和27年法

律第 180号）第２条

第１項に規定する道

路（自動車のみの一

般交通の用に供する

ものを除く。）

道路

特定公共的施設公共的施設区分

高齢者、障害者等の移動等

の円滑化の促進に関する法

律第２条第13号に規定する

特定公園施設（県、市町村

及び都市公園法第５条第１

項の規定により県及び市町

村の許可を受けて公園施設

を設け、若しくは管理し、

又は設け、若しくは管理し

ようとする者が設置するも

のを除く。）

（１）・（２） ［略］

（３） 都市公園法（

昭和31年法律第79

号）第２条第１項

に規定する都市公

園（県及び市町村

が設置するものを

除く。）

（４） ［略］

公園その

他これに

類するも

の（以下

「公園等

」という

。）

特定公共的施設公共的施設区分

高齢者、障害者等の移動等

の円滑化の促進に関する法

律第２条第13号に規定する

特定公園施設

（１）・（２） ［略］

（３） 都市公園法（

昭和31年法律第79

号）第２条第１項

に規定する都市公

園

（４） ［略］

公園その

他これに

類するも

の（以下

「公園等

」という

。）

整備基準整備箇所

［略］

利用者の用に供する傾斜路（階段に代10 傾斜路

整備基準整備箇所

［略］

利用者の用に供する傾斜路は、次に定10 傾斜路
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第２ 道路に関する整備基準

第３ 公園等に関する整備基準

第２ 道路に関する整備基準

第３ 公園等に関する整備基準

わり、又はこれに併設するものに限る。

）は、次に定める構造とすること。

（１）～（４） ［略］

［略］

利用者の用に供する敷地内の通路は、

次に定める構造とすること。

（１）・（２） ［略］

（３） 利用者の用に供する傾斜路は、

次に定める構造とすること。

ア・イ ［略］

14 敷地内の通路

［略］

める構造とすること。

（１）～（４） ［略］

［略］

利用者の用に供する敷地内の通路は、

次に定める構造とすること。

（１）・（２） ［略］

（３） 利用者の用に供する廊下等は、

次に定める構造とすること。

ア・イ ［略］

14 敷地内の通路

［略］

整備基準整備箇所

（１） 歩道等を設ける場合においては、

次に定める構造とすること。

ア・イ ［略］

ウ 歩道等に設置する排水溝のふたは

、つえ、車いすのキャスター等が落

ち込まないものとすること。

（２）・（３） ［略］

１ 歩道及び自転

車歩行者道（以

下「歩道等」と

いう。）

交差点及び横断歩道における歩道等と

車道が接する部分で歩行者が通行する部

分は、次に定める構造とすること。

（１） ［略］

（２） 歩道等の切り下げに伴うすり付

け部分の勾配は、５パーセント以下

とすること。ただし、地形の状況そ

の他の特別の理由によりやむを得な

い場合は、８パーセント以下とする

ことができる。

（３）（１）に定める構造の段差と（２）

に定める構造のすり付け部分との間

には水平区間を設けること。

（４） ［略］

２ 歩道等と車道

が接する部分で

歩行者が通行す

る部分

［略］

整備基準整備箇所

（１） 歩道等を設ける場合においては、

次に定める構造とすること。

ア・イ ［略］

ウ 歩道等に設置する排水溝のふたは

、つえ及び車いすのキャスターが落

ち込まないものとすること。

（２）・（３） ［略］

１ 歩道及び自転

車歩行者道（以

下「歩道等」と

いう。）

交差点及び横断歩道における歩道等と

車道が接する部分で歩行者が通行する部

分は、次に定める構造とすること。

（１） ［略］

（２） 歩道等の切り下げに伴うすりつ

け部分の勾配は、５パーセント以下

とすること。

（３） アに定める構造の段差とイに定

める構造のすりつけ部分との間には

水平区間を設けること。

（４） ［略］

２ 歩道等と車道

が接する部分で

歩行者が通行す

る部分

［略］

整備基準整備箇所

外部の道路又は駐車場へ通ずる利用者

の用に供する出入口のうち、１以上の出

入口は、次に定める構造とすること。

（１）～（３） ［略］

（４） 車いす使用者が通過する際に支

障となる段を設けないこと。ただし

、地形の状況その他の特別の理由に

よりやむを得ない場合は、２の項（

９）に定める傾斜路（その踊場を含

む。以下同じ。）を併設した段を設

けることができる。

（５） ［略］

１ 出入口

利用者の用に供する主要な園路のうち

、１以上の園路は、１の項に定める構造

の出入口に接するものとし、かつ、次に

定める構造とすること。

（１）～（４） ［略］

２ 園路

整備基準整備箇所

外部の道路又は駐車場へ通ずる利用者

の用に供する出入口のうち、１以上の出

入口は、次に定める構造とすること。

（１）～（３） ［略］

（４） 車いす使用者が通過する際に支

障となる段を設けないこと。ただし

、地形の状況その他の特別の理由に

よりやむを得ない場合は、２の項（

８）に定める傾斜路（その踊場を含

む。以下同じ。）を併設した段を設

けることができる。

（５） ［略］

１ 出入口

利用者の用に供する主要な園路のうち

、１以上の園路は、１の項に定める構造

の出入口に接するものとし、かつ、次に

定める構造とすること。

（１）～（４） ［略］

２ 園路
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［略］

別表第４（第５条関係）

建築物（小規模施設に限る。）に関する整備基準

様式第２号（その１）（第６条、第８条、第10条、第11条関係）

［略］

６ 移動等円滑化経路を構成する敷地内通路

［略］

別表第４（第５条関係）

建築物（小規模施設に限る。）に関する整備基準

様式第２号（その１）（第６条、第８条、第10条、第11条関係）

［略］

６ 移動等円滑化経路を構成する敷地内通路

（５） 縁石を切り下げる場合において

は、切下げ部分の幅員は 120センチ

メートル以上、すり付け勾配は５パ

ーセント以下とし、かつ、車いす使

用者が通過する際に支障となる段を

設けないこと。ただし、地形の状況

その他の特別の理由によりやむを得

ない場合は、すり付け勾配を８パー

セント以下とすることができる。

（６） 排水溝のふたは、つえ、車いす

のキャスター等が落ち込まないもの

とすること。

（７） 横断歩道に接続する部分の縁端

は、２センチメートルを標準として

車道の部分より段差を設けて高くす

るものとし、その段差に接続する通

路の部分は、車いすを使用している

者が円滑に転回できる構造とするこ

と。

（８） 階段を設ける場合においては、

当該階段は、（９）に定める構造の傾

斜路及びその踊場を併設し、かつ、

次に定める構造とすること。

ア～エ ［略］

（９）（８）の階段に併設する傾斜路及

びその踊場は、次に定める構造とす

ること。

ア・イ ［略］

ウ 傾斜路の縦断勾配は、５パーセ

ント以下とすること。ただし、地

形の状況その他の特別の理由によ

りやむを得ない場合は、８パーセ

ント以下とすることができる。

エ ［略］

［略］

障がい者、高齢者等に配慮した案内表

示を行い、必要に応じて線状ブロック等

及び点状ブロック等を敷設すること。

６ 案内表示等

［略］

（５） 縁石を切り下げる場合において

は、切下げ部分の幅員は 120センチ

メートル以上、すりつけ勾配は８パ

ーセント以下とし、かつ、車いす使

用者が通過する際に支障となる段を

設けないこと。ただし、地形の状況

その他の特別の理由によりやむを得

ない場合は、この限りでない。

（６） 排水溝のふたは、つえ及び車い

すのキャスターが落ち込まないもの

とすること。

（７） 階段を設ける場合においては、

当該階段は、（８）に定める構造の傾

斜路及びその踊場を併設し、かつ、

次に定める構造とすること。

ア～エ ［略］

（８）（７）の階段に併設する傾斜路及

びその踊場は、次に定める構造とす

ること。

ア・イ ［略］

ウ 傾斜路の縦断勾配は、８パーセ

ント以下とすること。

エ ［略］

［略］

障がい者、高齢者等に配慮した案内表

示を行い、必要に応じて誘導用床材及び

注意喚起用床材を敷設すること。

６ 案内表示等

［略］

整備基準整備箇所

［略］

［略］８ 案内標示板

整備基準整備箇所

［略］

［略］８ 案内表示板

※適

否

内

容

図面番

号等

整備基準

［略］（１） 敷地内

通路 ［略］イ 傾斜路及び踊場の

設置

［略］

※適

否

内

容

図面番

号等

整備基準

［略］（１） 敷地内

経路 ［略］イ 踊場の設置

［略］
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［略］

９ 階段

［略］

10 傾斜路

［略］

14 敷地内の通路

［略］

様式第２号（その２）（第６条、第８条、第10条、第11条関係）

［略］

６ 敷地内の通路

［略］

９ 階段

［略］

10 傾斜路

［略］

14 敷地内の通路

［略］

様式第２号（その２）（第６条、第８条、第10条、第11条関係）

［略］

６ 敷地内の通路

※適

否

内

容

図面番

号等

整備基準

［略］

［略］（４） 踏面の端部とその周囲の部分と

の色の明度、色相又は彩度の差が大

きいことにより段を識別しやすい。

［略］

※適

否

内

容

図面番

号等

整備基準

［略］

［略］（４） 踏面の端部とその周囲の部分と

の色の明度、色合又は彩度の差が大

きいことにより段を識別しやすい。

［略］

［略］［略］

※適

否

内

容

図面番

号等

整備基準

［略］

［略］（３） 踊場及び当該傾斜路に接する廊

下等との色の明度、色相又は彩度の

差が大きいことにより段を識別しや

すい。

［略］

※適

否

内

容

図面番

号等

整備基準

［略］

［略］（３） 踊場及び当該傾斜路に接する廊

下等との色の明度、色合又は彩度の

差が大きいことにより段を識別しや

すい。

［略］

※適

否

内

容

図面番

号等

整備基準

［略］

［略］（２） 段の構

造 ［略］イ 踏面の端部とその

周囲の部分との色の

明度、色相又は彩度

の差が大きいことに

より段を識別しやす

い。

［略］

［略］（３） 敷地内

の通路に設

けられる傾

斜路の構造

［略］イ 前後の通路との色

の明度、色相又は彩

度の差が大きいこと

により段を識別しや

すい。

※適

否

内

容

図面番

号等

整備基準

［略］

［略］（２） 段の構

造 ［略］イ 踏面の端部とその

周囲の部分との色の

明度、色合又は彩度

の差が大きいことに

より段を識別しやす

い。

［略］

［略］（３） 敷地内

の通路に設

けられる傾

斜路の構造

［略］イ 前後の通路との色

の明度、色合又は彩

度の差が大きいこと

により段を識別しや

すい。

※適

否

内

容

図面番

号等

整備基準

［略］

［略］（２） 各建物

出入口から

道等に至る

それぞれ１

以上の敷地

内の通路の

構造

※適

否

内

容

図面番

号等

整備基準

［略］

［略］（２） 各建物

出入口から

道等に至る

それぞれ１

以上の敷地

内の通路の

構造路に設

けられる傾



宮 崎 県 公 報平成 25年 ３ 月 29日（金曜日） 号外 第 21号

害 6害

［略］

様式第２号（その３）（第６条、第８条、第10条、第11条関係）

［略］

１ 歩道等

２ 歩道等と車道が接する部分で歩行者が通行する部分

［略］

様式第２号（その４）（第６条、第８条、第10条、第11条関係）

［略］

２ 園路

［略］

様式第２号（その３）（第６条、第８条、第10条、第11条関係）

［略］

１ 歩道等

２ 歩道等と車道が接する部分で歩行者が通行する部分

［略］

様式第２号（その４）（第６条、第８条、第10条、第11条関係）

［略］

２ 園路

［略］（３） 敷地内

の通路に設

けられる傾

斜路及び踊

場の構造

［略］イ 勾配は、１／12（

高さ16唖以下の場合

は、１／８）以下

［略］

斜路及び踊

場の構造

［略］（３） 敷地内

の通路 ［略］イ こう配は、１／12

（高さ16唖以下の場

合は、１／８）以下

［略］

※適

否

内容図面番

号等

整備基準

［略］［略］（１） 歩道等

の構造 イ 歩道等が

車道と明確

に分離（縁

石、防護柵

等）

ウ 排水溝の

ふたは、つ

え、車いす

のキャスタ

ー等が落ち

込まないも

の

ブロック等

の色

□黄色

□明度差の

大きい色

［略］（２） 公共交

通機関の施

設と視覚障

がい者の利

用の多い施

設とを結ぶ

歩道等の構

造

［略］

※適

否

内容図面番

号等

整備基準

［略］［略］（１） 歩道等

の構造 イ 歩道等が

車道と明確

に分離（縁

石、防護柵

等）

ウ 排水溝の

ふたは、つ

え及び車い

すのキャス

ターが落ち

込まないも

の

床材の色

□黄色

□明度差の

大きい色

［略］（２） 公共交

通機関の施

設と視覚障

がい者の利

用の多い施

設とを結ぶ

歩道等の構

造

［略］

※適

否

内

容

図面番

号等

整備基準

［略］

［略］（２） 歩道等の切り下げに伴うすり付

け部分の勾配は、５％以下

（地形等によりやむを得ない場合

は、８％以下）

［略］

※適

否

内

容

図面番

号等

整備基準

［略］

［略］（２） 歩道等の切り下げに伴うすりつ

け部分の勾配は、５％以下

［略］

※適

否

内

容

図面番

号等

整備基準

［略］［略］

（３） 縦断勾配は、６％（特定公共的

施設にあっては、５％）以下

（地形等によりやむを得ない場合

※適

否

内

容

図面番

号等

整備基準

［略］［略］

（３） 縦断勾配は、６％以下

（地形等によりやむを得ない場合

は、８％以下）



宮 崎 県 公 報 平成 25年 ３ 月 29日（金曜日） 号外 第 21号

害 7害

［略］

４ 便所

［略］

６ 案内表示等

［略］

様式第３号（第８条関係）

［略］

備考１ ［略］

２ 「４ 新築等の届出」の欄の「受付番号」及び「受付日

」は、人にやさしい福祉のまちづくり条例第17条に規定す

る事前協議（別記様式第１号）の受付番号及び受付日を記

入してください。

３～５ ［略］

［略］

４ 便所

［略］

６ 案内表示等

［略］

様式第３号（第８条関係）

［略］

備考１ ［略］

２ 「４ 新築等事前協議」の欄の「受付番号」及び「受付

日」は、人にやさしい福祉のまちづくり条例第17条に規定

する事前協議（別記様式第１号）の受付番号及び受付日を

記入してください。

３～５ ［略］

は、８％以下）

［略］

［略］（５） 縁石切

下げ部分の

構造

イ すり付け勾配は、

５％以下

（地形等によりや

むを得ない場合は、

８％以下）

［略］

（６） 排水溝のふたは、つえ、車いす

のキャスター等が落ち込まないもの

段

差

唖

ア ２唖を標準とした

段差

（７） 横断歩

道に接続す

る部分の縁

端

イ 段差に接続する通

路の部分は車いす使

用者が円滑に転回で

きること。

［略］（８） ［略］

［略］（９） 階段に

併設する傾

斜路及び踊

場の構造

ウ 縦断勾配は、５％

以下

（地形等によりや

むを得ない場合は、

８％以下）

［略］

［略］

［略］（５） 縁石切

下げ部分の

構造

イ すりつけ勾配は、

８％以下

（地形等によりや

むを得ない場合を除

く。）

［略］

（６） 排水溝のふたは、つえ及び車い

すのキャスターが落ち込まないもの

［略］（７） ［略］

［略］（８） 階段に

併設する傾

斜路及び踊

場の構造

ウ 縦断勾配は、８％

以下

［略］

※適

否

内

容

図面番

号等

整備基準

［略］

［略］（２） 床置式の小便器、壁掛式の小便

器（受け口の高さ35唖以下）その他

これらに類する小便器の設置

［略］

※適

否

内

容

図面番

号等

整備基準

［略］

［略］（２） 床置式の小便器、壁掛式の小便

器（受け口の高さ35唖以上）その他

これらに類する小便器の設置

［略］

※適

否

内

容

図面番

号等

整備基準

［略］案内表示等の

構造 ［略］イ 必要に応じて線状

ブロック等及び点状

ブロック等の敷設

※適

否

内

容

図面番

号等

整備基準

［略］案内表示等の

構造 ［略］イ 必要に応じて誘導

用床材及び注意喚起

用床材の敷設



宮 崎 県 公 報

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成25年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則による改正後の人にやさしい福祉のまちづくり条例施行規則の規定は、この規則の施行の日（以下「施行日」という。）以降

に工事に着手する公共的施設の新築等に適用し、施行日前に工事に着手した公共的施設の新築等については、なお従前の例による。

県立こども療育センターにおいて実施する短期入所、障害児通所支援及び障害児入所支援に係る使用料に関する規則の一部を改正する規

則をここに公布する。

平成25年３月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県規則第16号

県立こども療育センターにおいて実施する短期入所、障害児通所支援及び障害児入所支援に係る使用料に関する規則の一部を改正す

る規則

県立こども療育センターにおいて実施する短期入所、障害児通所支援及び障害児入所支援に係る使用料に関する規則（平成15年宮崎県規

則第37号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

平成 25年 ３ 月 29日（金曜日） 号外 第 21号

害 8害

様式第８号（その１）（第13条関係）

［略］

［略］

様式第８号（その２）（第13条関係）

［略］

［略］

様式第８号（その１）（第13条関係）

［略］

［略］

様式第８号（その２）（第13条関係）

［略］

［略］

［略］

［略］７ 工事着手日

８ 工事完了日

［略］

［略］

［略］７ 工事着手予定日

８ 工事完了予定日

［略］

［略］

［略］６ 工事着手日

７ 工事完了日

［略］

［略］

［略］６ 工事着手予定日

７ 工事完了予定日

［略］

改正後改正前

県立こども療育センターにおいて実施する障害福祉サービス

等に係る使用料に関する規則

（趣旨）

第１条 この規則は、使用料及び手数料徴収条例（平成12年宮崎県

条例第９号。以下「条例」という。）第４条第３項及び第４項並

びに第８条の規定に基づき、県立こども療育センターにおいて実

施する生活介護（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律（平成17年法律第 123号）第５条第７項に規定す

る生活介護をいう。以下同じ。）、短期入所（同法第５条第８項

に規定する短期入所をいう。以下同じ。）、障害児通所支援（児

童福祉法（昭和22年法律第 164号）第６条の２第１項に規定する

障害児通所支援をいう。以下同じ。）及び障害児入所支援（児童

福祉法第７条第２項に規定する障害児入所支援をいう。以下同じ

。）に係る使用料に関し必要な事項を定めるものとする。

（生活介護及び短期入所に係る特定費用の額）

第２条 条例第４条第３項の規則で定める特定費用の額は、障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則

（平成18年厚生労働省令第19号）第25条第２号及び第３号に掲げ

る費用に相当する額の合計額とする。

（使用料の減免）

第５条 知事は、生活介護及び短期入所に係る支給決定障害者等（

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第

県立こども療育センターにおいて実施する短期入所、障害児

通所支援及び障害児入所支援に係る使用料に関する規則

（趣旨）

第１条 この規則は、使用料及び手数料徴収条例（平成12年宮崎県

条例第９号。以下「条例」という。）第４条第３項及び第４項並

びに第８条の規定に基づき、県立こども療育センターにおいて実

施する短期入所（障害者自立支援法（平成17年法律第 123号）第

５条第８項に規定する短期入所をいう。以下同じ。）、障害児通

所支援（児童福祉法（昭和22年法律第 164号）第６条の２第１項

に規定する障害児通所支援をいう。以下同じ。）及び障害児入所

支援（児童福祉法第７条第２項に規定する障害児入所支援をいう

。以下同じ。）に係る使用料に関し必要な事項を定めるものとす

る。

（短期入所に係る特定費用の額）

第２条 条例第４条第３項の規則で定める特定費用の額は、障害者

自立支援法施行規則（平成18年厚生労働省令第19号）第25条第４

号イからニまでに掲げる費用に相当する額の合計額とする。

（使用料の減免）

第５条 知事は、短期入所に係る支給決定障害者等（障害者自立支

援法第５条第17項第２号に規定する支給決定障害者等をいう。）



宮 崎 県 公 報

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成25年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の県立こども療育センターにおいて実施する短期入所、障害児通所支援及び障害児入所

支援に係る使用料に関する規則（以下「改正前の規則」という。）の規定に基づいて提出されている申請書は、この規則による改正後の

県立こども療育センターにおいて実施する障害福祉サービス等に係る使用料に関する規則の相当規定に基づいて提出された申請書その他

の書類とみなす。

３ この規則の施行の際現に存する改正前の規則の規定に定める様式による用紙は、当分の間、所要の事項を適宜補正して使用することが

できる。

理容師法施行細則及び美容師法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成25年３月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県規則第17号

理容師法施行細則及び美容師法施行細則の一部を改正する規則

（理容師法施行細則の一部改正）

第１条 理容師法施行細則（平成12年宮崎県規則第 102号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（美容師法施行細則の一部改正）

第２条 美容師法施行細則（平成12年宮崎県規則第 103号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

平成 25年 ３ 月 29日（金曜日） 号外 第 21号

害 9害

５条第22項に規定する支給決定障害者等をいう。）、障害児通所

支援に係る通所給付決定保護者（児童福祉法第６条の２第８項に

規定する通所給付決定保護者をいう。以下同じ。）又は障害児入

所支援に係る入所給付決定保護者（児童福祉法第24条の３第６項

に規定する入所給付決定保護者をいう。以下同じ。）が災害その

他やむを得ない理由により、使用料を納入することが困難である

と認めるときは、当該使用料の額を減額し、又は免除することが

できる。

２ ［略］

（委任）

第７条 この規則に定めるもののほか、生活介護、短期入所、障害

児通所支援及び障害児入所支援に係る使用料に関し必要な事項は

、別に定める。

別記様式（第５条関係）

［略］

生活介護（短期入所・障害児通所支援・障害児入所支援）に係

る使用料の減額（免除）を受けたいので、県立こども療育センタ

ーにおいて実施する障害福祉サービス等に係る使用料に関する規

則第５条第２項の規定により、次のとおり申請します。

［略］

、障害児通所支援に係る通所給付決定保護者（児童福祉法第６条

の２第８項に規定する通所給付決定保護者をいう。以下同じ。）

又は障害児入所支援に係る入所給付決定保護者（児童福祉法第24

条の３第６項に規定する入所給付決定保護者をいう。以下同じ。

）が災害その他やむを得ない理由により、使用料を納入すること

が困難であると認めるときは、当該使用料の額を減額し、又は免

除することができる。

２ ［略］

（委任）

第７条 この規則に定めるもののほか、短期入所、障害児通所支援

及び障害児入所支援に係る使用料に関し必要な事項は、別に定め

る。

別記様式（第５条関係）

［略］

短期入所（障害児通所支援・障害児入所支援）に係る使用料の

減額（免除）を受けたいので、県立こども療育センターにおいて

実施する短期入所、障害児通所支援及び障害児入所支援に係る使

用料に関する規則第５条第２項の規定により、次のとおり申請し

ます。

［略］

改正後改正前

様式第２号（第３条関係）

［略］

添付書類

１～４ ［略］

５ 開設者が外国人の場合は、住民票の写し（住民基本台帳法

（昭和42年法律第81号）第30条の45に規定する国籍等を記載

したものに限る。）

様式第２号（第３条関係）

［略］

添付書類

１～４ ［略］

５ 開設者が外国人の場合は、外国人登録証明書

改正後改正前

様式第２号（第３条関係）

［略］

様式第２号（第３条関係）

［略］
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附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の際現に在する改正前の理容師法施行細則及び美容師法施行細則の規定に定める様式による用紙は、当分の間、所要の

事項を適宜補正して使用することができる。

訓練手当支給規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成25年３月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県規則第18号

訓練手当支給規則の一部を改正する規則

訓練手当支給規則（昭和41年宮崎県規則第38号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の訓練手当支給規則の規定は、平成25年３月１日から適用する。

文書取扱規程の一部を改正する訓令をここに公表する。

平成25年３月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

訓令第４号

文書取扱規程の一部を改正する訓令

文書取扱規程（平成２年訓令第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

平成 25年 ３ 月 29日（金曜日） 号外 第 21号

害 10害

添付書類

１～４ ［略］

５ 開設者が外国人の場合は、住民票の写し（住民基本台帳法

（昭和42年法律第81号）第30条の45に規定する国籍等を記載

したものに限る。）

添付書類

１～４ ［略］

５ 開設者が外国人の場合は、外国人登録証明書

改正後改正前

（支給対象者）

第３条 訓練手当は、県内に所在する公共職業安定所の長の指示に

より、公共職業能力開発施設の行う職業訓練（以下「公共職業訓

練」という。）、求職者を作業環境に適応させる訓練（以下「職

場適応訓練」という。）又は職業訓練の実施等による特定求職者

の就職の支援に関する法律（平成23年法律第47号）第４条第２項

に規定する認定職業訓練（以下「認定職業訓練」という。）を受

けている求職者で、次の各号のいずれかに該当するものに対して

支給する。

（１）～（９） ［略］

（10） 児童扶養手当法（昭和36年法律第 238号）第４条第１項の

児童扶養手当を受けている者であって、同項第２号に規定する

児童の父であるもののうち、当該児童が同号に該当することと

なった日の翌日から起算して３年以内に公共職業安定所に出頭

して求職の申込みをした者

（11）～（16） ［略］

２～４ ［略］

（支給対象者）

第３条 訓練手当は、県内に所在する公共職業安定所の長の指示に

より、公共職業能力開発施設の行う職業訓練（以下「公共職業訓

練」という。）、求職者を作業環境に適応させる訓練（以下「職

場適応訓練」という。）又は職業訓練の実施等による特定求職者

の就職の支援に関する法律（平成23年法律第47号）第４条第２項

に規定する認定職業訓練（以下「認定職業訓練」という。）を受

けている求職者で、次の各号のいずれかに該当するものに対して

支給する。

（１）～（９） ［略］

（10）～（15） ［略］

２～４ ［略］

訓訓 令令

改正後改正前

様式第７号

［略］

様式第７号

［略］

［略］

知事

［略］

知事 副知事
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附 則

この訓令は、平成25年４月１日から施行する。

県教育庁等文書取扱規程の一部を改正する訓令をここに公表する。

平成25年３月29日

宮崎県教育委員会教育長 飛 田 洋

宮崎県教育委員会教育長訓令第３号

本 庁

各出先機関

各教育機関

県教育庁等文書取扱規程の一部を改正する訓令

県教育庁等文書取扱規程（平成２年宮崎県教育委員会教育長訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この訓令は、平成25年４月１日から施行する。

平成 25年 ３ 月 29日（金曜日） 号外 第 21号

害 11害

副知事 副知事

［略］

［略］

［略］

［略］

教育長訓教育長訓令令

改正後改正前

様式第７号

［略］

様式第７号

［略］

［略］

知事

副知事 副知事

［略］

［略］

［略］

知事 副知事

［略］

［略］
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